労働法
（出題趣旨）
〔第１問〕
本問は，時間外労働に対する割増賃金を基本給に組み入れて支払う旨の約定がある場合における割増賃金請求の当否が争点となった事案を題材とするものである。
より具体的には，本問の事案は，月間労働時間の合計が１８０時間を超える月においてはその超える時間数に対して一定額を乗じた金額を基本給に加えて支払い，また，月間労働時間が１４０時間に満たない月においては１４０時間を下回る時間数に対して一定額を乗じて得た金額を基本給から控除して支払うが，月間労働時間が１４０時間から１８０時間までの範囲にとどまる月においては基本給の額を支払うという約定（以下「本件約定」という。）の下で，労働者が，月間労働時間が１８０時間を超えない部分における時間外労働に対する割増賃金の支払を請求したものである。これに対して，使用者は，月間労働時間が１４０時間から１８０時間までの範囲内にとどまる月の時間外労働に対する割増賃金は本件約定により基本給に組み入れられており，未払いの割増賃金はない旨を主張し，さらに，仮にそのような割増賃金の請求権が発生するとしても，労働者は，本件約定を含む雇用契約を締結したことにより，当該割増賃金を請求する債権を放棄したと主張する。
割増賃金の請求を巡る紛争は，近時，実務上も比較的多く見られるところであり，本問は，そうした今日的な紛争形態を題材に，割増賃金請求の当否を問うことを通じて，関係条文や判例，そこから導き出される規範の正確な理解とそれらを具体的な事件に的確に当てはめ，論述する能力を問うものである。
設問１では，労働基準法第３７条第１項が時間外労働等に対する割増賃金の支払いを使用者に義務付けている趣旨を踏まえつつ，割増賃金について同項所定の計算式によらずに一定額の基本給に組み入れて支払う旨の本件約定の適法性について論じることが求められる。判例は，同条は同条等に定められた方法によって算定される額を下回らない額の割増賃金を支払うことを使用者に義務付けるにとどまり，使用者が労働契約に基づき同条等に定められた方法以外の方法により算定される基本給の一部を時間外労働等に対する対価として支払うことは，直ちに同条に反するものではないとし，その上で，その前提として，労働契約における賃金の定めについて，通常の労働時間の賃金に当たる部分と同条の定める割増賃金に当たる部分とを判別することができること（以下「判別性」という。）が必要であるとの規範を示しており（高知県観光事件・最判平成６年６月１３日集民１７２号６７３頁，テックジャパン事件・最判平成２４年３月８日集民２４０号１２１頁），こうした判例法理を正確に理解した上で解答する必要がある。
規範への当てはめにおいては，設例に含まれる各事情が持つ意味合いを的確に捉えて本件における判別性の有無を判断することが求められる。例えば，月ごとの時間外労働時間数は月によって勤務すべき日数が異なること等により月ごとに相当大きく変動し得るものであり，月ごとの割増賃金額を判別し難いという点や，本件約定において月間１８０時間以内の労働時間中の時間外労働に対して基本給の一部が他の部分と区別されて割増賃金とされていたことを示す事情があるかなどの点が判別性の判断において参考になろう。
設問２については，割増賃金債権が発生したとして，労働者が当該債権を放棄したと認められるかどうかが問題となる。賃金債権の放棄は一般に労働基準法第２４条第１項に定める賃金全額払いの原則と抵触することになる。この点，判例は，同項が定める全額払い原則の趣旨は，使用者が一方的に賃金を控除することを禁止し労働者に賃金の全額を確実に受領させるところにあり，労働者が自ら賃金を放棄する旨の意思表示をした場合にその効力を否定する趣旨のものであるとはいえないとする一方で，当該意思表示の効力を肯定するためには，それが自由意思に基づくものであることが明確でなければならないとした。その上で，労働者による賃金債権放棄の意思表示が有効とされ得るのは，その旨の意思表示について当該労働者の自由な意思に基づくものであると認められる合理的な理由が客観的に存在することが必要であるとしている（シンガー・ソーイング・メシーン事件・最判昭和４８年１月１９日民集２７巻１号２７頁）。
本件においても，労働者が自ら賃金債権を放棄する旨の意思表示をしたと認められる事情があるか，当該意思表示について当該労働者の自由な意思に基づくものであると認められる合理的な理由が客観的に存在しているかどうかを，設例に示された事実関係に即して判断する必要がある。例えば，労働者が本件約定を締結するに当たり，月ごとの時間外労働時間数が相当大きく変動し得る中で，あらかじめその時間数を予測することが容易ではなかったと考えられることや，その一方で，本件約定における基本給が比較的高額であったことや労働者が１４０時間から１８０時間の範囲内で自分の勤務時間を適宜調整する柔軟性があると認識していた点などをどのように評価するかがポイントとなろう。

〔第２問〕
本問は，使用者がいわゆる地域合同労働組合から申し入れられた団体交渉に応じないことが団交拒否と支配介入の不当労働行為に該当するかどうかという点，及びその場合において当該地域合同労働組合がどのような機関に，どのような法的根拠で，どのような内容の救済を求めるかなどの点について検討することを求めるものである。
本事例における主たる争点は，ⓐ労働組合が組合員名簿を提出しないことは団交拒否の正当な理由となるか，ⓑ当該従業員が社内の労働組合と社外の労働組合に二重に加入していることは団交拒否の正当な理由となるか，ⓒ会社の課長職である当該組合員は使用者の利益代表者（労働組合法第２条但書第１号）に該当するかといった点にある。これらの点は，近年の労使関係において度々生じる，実務上重要な問題であるが，確立された判例法理が存在する典型的論点ではなく，とりわけⓐとⓑは初見の論点であった受験者も少なくないと思われる。典型的論点の判例法理等を個々の事案に当てはめるにとどまらず，新たに生起する未知の問題に対して，法の趣旨に遡って柔軟に思考し，事案に応じた具体的な解釈・判断をすることができることは，法曹人に求められる重要な能力であり，本問は，受験者が暗記中心型の学習に傾倒していないことを確認するとともに，そのような柔軟な思考能力・適応能力があるかをも問うものである。
設問１では，本事例が団交拒否を中心とした不当労働行為事案であることから，救済機関として労働委員会と裁判所を，法的根拠として団交拒否（同法第７条第２号）と支配介入（同条第３号）をそれぞれ論じ，救済の内容については，労働委員会と裁判所にそれぞれ異なる救済を求めることができること（例えば，前者では誠実団交応諾命令とポストノーティス等，後者では団交を求める地位確認と損害賠償等を求めることができること）を論じることが求められる。設問は，救済の内容について検討すべき論点を挙げつつ論じることも求めており，この点については，例えば，不当労働行為の救済の内容についての労働委員会の裁量権の存否（第二鳩タクシー事件・最大判昭和５２年２月２３日民集３１巻１号９３頁参照）や，裁判所における団体交渉請求（団交応諾仮処分申立て）の可否等について論じることなどが求められている。
設問２では，設問１で述べた労働委員会及び裁判所に求める救済が認められるかが問われている。労働委員会には不当労働行為の成否の判断について裁量（要件裁量）は認められないという判例の立場（寿建築研究所事件・最判昭和５３年１１月２４日集民１２５号７０９頁参照）に立つと，労働委員会においても，裁判所においても，不当労働行為の成否に関する同一の判断に基づいて救済の可否が決まることになる。不当労働行為の成否の判断のうち，団交拒否（同条第２号）については，前記のように，ⓐＥ組合の組合員名簿の未提出及びⓑＣの労働組合への二重加入がＡ社の団交拒否の正当な理由といえるか，ⓒ課長職であるＣに利益代表者性が認められＥ組合の法適合性（自主性）が否定されるかについて検討する必要がある。ⓐでは本件の団体交渉においてＣ以外の組合員の特定を必要とする事情があるか，ⓑでは当該団交事項について二重交渉となるおそれがあるのか，ⓒではＣの勤務実態等に照らしＣの利益代表者性を肯定すべき事情があるかが，判断のポイントとなる。また，支配介入（同条第３号）の成否については，当該団体交渉をめぐる使用者の態度が組合を弱体化させる行為に当たるかを論じることとなる。
設問１・２を通して，本問は，不当労働行為事案に関する基本的事項を問うものであり，当事者間のやりとり等に着目すれば，論ずべき点を発見することはさほど困難ではない。不当労働行為制度の基本的な枠組みについての理解や，制度の趣旨に沿った柔軟な判断をする能力，それらに基づいて論理的に整理した論述をする能力など，法曹人としての基本的な能力が問われる。



（採点実感）
１　出題の趣旨，狙い等
公表済みの「出題の趣旨」のとおりである。

２　採点方針
採点に当たっては，各問の事例の具体的な事実関係に即し，設問が求める法的検討・論述に必要な論点を的確に抽出できているか，関係する法令，判例及び学説を正確に理解し，これを踏まえて各論点について論理的かつ整合性のある法律構成及び事実の当てはめを行い，適切な結論を導き出しているかを基準とした。
出題された事例の事案のポイントを正確に把握し，紛争の解決や法的検討に必要な論点を的確に取り上げた上，その論述が期待される水準に達している答案には，おおむね平均以上の得点を与えることとした。各論点について関連する法規定や法原則の趣旨に遡った論証を展開し，当てはめにおいて必要な事実を過不足なく摘示し，あるいは，着目すべき当該事例の特徴的な事実関係を適切に読み取って必要な分析・検討を行っているなど，特に優れた事例分析や考察が認められる答案には，更に高い得点を与えることとした。
なお，答案の中には，極めて小さな文字で書かれてあるものや，非常に乱雑で文字の判読が困難なものもあった。文字の巧拙が得点そのものを左右するわけではないが，相手に伝えるために書くものであることを意識し，できるだけはっきりとした読みやすい文字で丁寧に答案を作成することを強く望みたい。

３　採点実感等
⑴　第１問について
本問は，時間外労働に対する割増賃金を基本給に組み入れて支払う旨の約定がある雇用契約が締結されている場合における割増賃金請求の当否（設問１）及びそのような約定がある雇用契約の締結により割増賃金請求権が放棄されたとの主張の当否（設問２）について，関連する法規及び判例が示す規範等に照らし，事例に示された具体的事実を的確に当てはめつつ検討することを求めるものである。
設問１では，時間外労働等に対する割増賃金の支払義務を定める労働基準法第３７条第１項の趣旨を踏まえつつ，割増賃金について同項所定の計算式によらずに基本給に組み入れて支払う旨の約定は適法か否か等を論じることが期待されたが，その出発点として同項の趣旨を正確に示すことができた答案は多くなく，そもそも同項に触れることなく私的自治の原則（契約自由の原則）や労働契約法の合意の原則等に関する論述を全面的に展開し，労働基準法の論点に全く触れない，あるいは部分的にしか触れていない答案も少なからず見られた。
本件約定の適法性の検討においては，関連する諸判例（高知県観光事件・最判平成６年６月１３日集民１７２号６７３頁，テックジャパン事件・最判平成２４年３月８日集民２４０号１２１頁）が示す規範の内容の正確な理解が必要となる。判例は，支払われる割増賃金が労働基準法第３７条第１項所定の計算方法により算定された額を下回らない限り，これを基本給に組み入れて支払う旨の約定も適法とし，その前提として，通常の労働時間の賃金に当たる部分と時間外労働に対する割増賃金に当たる部分を判別できることが必要としているところ，多くの答案が，「判別できること」が必要とされることを言及するにとどまり，判別可能性が求められる理由や，判別された割増賃金に当たる部分が法所定の計算方法により算定された額を下回らないことが求められることについてまで正確に論じることができた答案は，多くなかった。
また，前記の判別可能性があるかどうかについての具体的な当てはめにおいては，事例に示された事情をそのままなぞるにとどまり，分析や評価を何ら加えていない答案や，単に「割増賃金部分を判別することができない」との結論的な指摘をするにとどまるものが多かった。当てはめにおいてどのような事情の存否が法的な評価，判断につながるのかを記述していないものは，答案に記載した規範の内容を十分に理解し論述しているとは言い難いであろう。
設問２では，比較的多くの答案が，賃金全額払いの原則（労働基準法第２４条第１項）に言及しつつ，賃金債権放棄の意思表示が有効となる要件として，当該意思表示が労働者の自由な意思に基づくものであると認められる合理的な理由が客観的に存在することを挙げており，それらの答案については，判例法理（シンガー・ソーイング・メシーン事件・最判昭和４８年１月１９日民集２７巻１号２７頁）に関する一定の理解がうかがわれる点で，相応の評価を与えた。他方で，本問におけるＹ社の反論を民法の債権放棄一般の問題として論じ，前記の賃金全額払いの原則に全く触れていない答案も散見されたのは残念であった。
前記の判例法理への当てはめにおいては，事例に示された諸事情の中から，労働者の自由な意思に基づくものであると認めるに足りる「合理的な」理由が「客観的に」存在するかどうかの判断に資する事情を的確に取り上げて評価し，説得的に論じることが求められたが，基本給が比較的高額であると労働者が評価していたことや１４０時間から１８０時間の範囲内で自分の勤務時間を適宜調整する柔軟性があると労働者が考えたことなど，契約時の労働者の主観的認識をそのまま挙げるにとどまり，そのような理由の合理性を基礎付け得る事情が，労働者の印象にとどまらず，客観的にも存在していたのかについて意識的に分析・検討できていた答案は多くなかった。一部には，「Ｘは本件約定が付された雇用契約を締結したのだから当然賃金債権放棄の意思があった」などと本件約定から表面的に結論付ける答案も見られた。Ｙ社における実際の繁忙状況やＸが契約時にそれを知り得たかどうかなどの点に着目し，主観にとどまらない状況の分析ができていた答案は，相対的に高く評価された。
設問１，２を通じて，判例が示す規範の趣旨とそれが導かれる理由の正しい理解を前提に，問題文を丁寧に読み込み，出題意図を正しく理解して解答している答案は，比較的高い評価を得た。その一方で，出題意図をよく考えた上で解答に取り掛かる姿勢に欠ける答案が少なからず見受けられたのは，残念であった。
⑵　第２問について
本問は，いわゆる地域合同労働組合からの団体交渉申入れに使用者が応じないという不当労働行為の事案について，考えられる法的救済の内容及びその法的根拠，それらの法的救済をなし得る機関，並びに救済内容に係る論点を検討した上で（設問１），それらの救済の可否，すなわち不当労働行為の成否について，事例に則して具体的に検討することを求めるものである（設問２）。
設問１では，ほとんどの答案が，救済機関として労働委員会と裁判所があることを指摘することができていたが，法的救済を求める根拠として労働組合法第７条第２号（団交拒否）のみならず同条第３号（支配介入）をも挙げることができていたものは，少数にとどまった。また，多くの答案が，求め得る救済の内容として労働委員会による使用者に対する誠実団交応諾命令及び裁判所による団体交渉を求め得る地位の確認を指摘していたが，労働委員会によるポストノーティス命令及び裁判所による損害賠償の判決を指摘することができたものはさほど多くなく，救済の内容について検討すべき論点（裁判所における団体交渉請求の可否，救済内容に関する労働委員会の裁量権の存否等）を的確に指摘して論述できた答案は少なかった。救済機関としての労働委員会と裁判所の異同について，その理論的根拠（不当労働行為制度の趣旨）に立ち返りながら考察し論じた答案は，高く評価した。
設問２では，答案の多くが労働委員会と裁判所において不当労働行為の成否に関する判断は同一のものになるという前提に立って論述していたが，その理論的根拠，すなわち労働委員会には不当労働行為の成否の判断について裁量（要件裁量）は認められないという判例の解釈（寿建築研究所事件・最判昭和５３年１１月２４日集民１２５号７０９頁参照）に言及している答案は少数であった。
本問の事例において不当労働行為の成否に関して論ずべき三つのポイント（ⓐ労働組合が組合員名簿を提出しないことは団交拒否の正当な理由となるか，ⓑ当該従業員が社内の労働組合と社外の労働組合に二重に加入していることは団交拒否の正当な理由となるか，ⓒ会社の課長職である当該組合員は使用者の利益代表者に該当するか）については，ほとんどの答案が取り上げており，指摘することができた論点の多寡によって大きな差が生じることはなかったが，各論点の理論的な分析と論述の精粗により答案の優劣が分かれた。
ⓐについては，組合員名簿の提出を求めること自体がプライバシーの侵害や支配介入に当たり，提出に応じないことは団交拒否の正当理由になり得ないと断じるような慎重さに欠ける答案もあったが，団体交渉事項が何であるかによっては，団体交渉を求めてきた労働組合に誰が何人所属しているかを使用者側において確認することが必要となることを理解し，組合員名簿の不提出が団交拒否の正当理由になり得ることを論じることができていた答案も少なくなかった。もっとも，使用者側が団体交渉に応じるかどうかを判断するためとして当該団体交渉を求める労働組合の組合員を特定し，あるいは特定しようとすること自体が，場合によっては新たな不当労働行為を惹起するおそれを生じさせ得ることを的確に指摘することができた答案はごく少数であった。
ⓑについては，地域合同労働組合が団体交渉を求める事項について社内の労働組合が「解決済み」としていることのみを取り上げ，団交拒否の正当理由の存否について結論を導いたものが多く，二重交渉のおそれがあることがなぜ団交拒否の正当理由になり得るのかを理論的に掘り下げて論述した答案は少なかった。複数組合主義や中立保持義務などの一般原則を援用する答案も少なくなかったが，これらの原則から二重交渉問題について直接結論を導くことができるわけではない。自らの論証に欠落や飛躍がないか，客観的な目で見て推敲を重ねる基本的な姿勢が求められる。
ⓒの利益代表者性（労働組合法第２条ただし書第１号）の点については，趣旨の異なる労働基準法第４１条第２号の管理監督者性との違いを十分に理解せず，あるいはその違いを意識せず，これらを混同して論述している答案が多く見られたことは，残念であった。また，この点の判断の当てはめとして，直接の人事権限の有無については適切に事実関係を拾い上げることができているものの，機密事項への接触の有無については十分に論及できていない答案が少なくなかった。基本的な概念については，類似の概念との異同に着目しつつ，その意味内容と外延を正確に理解しておくことが肝要である。利益代表者性と管理監督者性の区別を明確に意識し，労働組合法第２条ただし書第１号の趣旨と条文の構造に沿った論証ができている答案には，相対的に高い評価を与えた。
設問１，２を通じて，基本的な論点について正確な知識と理解に基づき，設問に則して丁寧に論述することができたものは，十分に合格水準に達する答案となっていた。さらに，各論点について，法の趣旨に立ち返った理論的な考察を行い，それに基づいて適切に結論を導くことができている答案は，より高い評価を得た。
本問では，確立した判例法理が存在するわけではなく，多くの受験者にとって初見と思われる論点も織り込み，未知の問題に対応する柔軟な思考・適応能力を問うた。そうした論点に対しても，問題の所在やその核心を理論的に正しく理解し，それに照らした丁寧な論述ができたかどうかにより，答案の優劣が分かれた。未知の論点について深い考察と正確な論証が示された答案は，基本的な論点についても本質を捉えた正確な論証が示されている傾向にあった。単に確立された判例の規範や通説とされる見解に基づく規範を形式的に暗記し，そこに事実を機械的に当てはめることに終始したのでは，応用力は養われない。そうした規範が判例として確立され，あるいは学説として支持される背景にある理論的基盤や法の趣旨についての理解を深め，そうした理解に基づいて，未知の問題に対しても理論的な考察と丁寧な論述をすることができる能力を着実に養うように努めてほしい。

2
